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山形北インター産業団地分譲要領 

 

 山形市では、地域産業の活性化と雇用創出による持続可能なまちづくりの実現に向けて、山

形北インター産業団地の整備を進めています。 

この産業団地は、山形自動車道山形北インターチェンジと国道１３号に隣接し高い交通利便

性を有し、団地内に立地する企業と県内の産業団地、更には仙台圏に立地する企業との強い

繋がりを生み出すなど、地域経済を牽引する重要な役割を担うこととなります。  

また、山形市の自然災害の少なさや地盤の強さ、さらには山形大学や東北芸術工科大学を

はじめとする教育機関との連携による人材確保やイノベーションの創出が、立地企業の更なる

成長を後押しします。 

地域経済を牽引する企業の集積を目指し、本要領に基づき、立地企業を募集します。 

 

１ 団地の概要 

⑴ 所 在 地   山形市千石及び西越 地内 

⑵ 総 面 積   事業用地約２２．４ｈａうち分譲用地約１６．１ｈａ 

⑶ 用 途   市街化調整区域 

山形北インター産業団地地区地区計画 

⑷ 建 ぺ い 率   ６０％ 

⑸ 容 積 率   ２００％ 

⑹ 分譲区画及び面積   全２３区画（分譲予定図 参照） 

区  画 面  積 区  画 面  積 

No.１ ３，３８０㎡  No.１３（※２） ３，９５０㎡  

No.２ ３，３８０㎡  No.１４ ７，１００㎡  

No.３ ２，６２０㎡  No.１５ ７，１００㎡  

No.４ ３，３００㎡  No.１６ ７，５５０㎡  

No.５ ３，３００㎡  No.１７ ７，０００㎡  

No.６ ３，３００㎡  No.１８ ４，０００㎡  

No.７ ４，３８０㎡  No.１９ ６，３６０㎡  

No.８ ４，０００㎡  No.２０ ４，０００㎡  

No.９ ４，６００㎡  No.２１ ４，０００㎡  

No.１０ ４，０００㎡  No.２２ ２６，４６０㎡  

No.１１ ８，０００㎡  No.２３ ２６，４６０㎡  

No.１２ １２，６９０㎡    合 計 １６０，９３０㎡  

※１ 分譲区画の面積は、造成工事完了後に出来形確認測量を実施し登記手続きにより

確定します。分譲は原則として区画単位とし、隣接する区画を合わせた一体利用での

申込は可能ですが、区画の分割申込は受付けません。 

※２ Ｎｏ．１３は生活利便施設向けの商用区画とします。 
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２ 分譲価格及び分譲区画予定 

区 画 番 号 分 譲 単 価 

Ｎｏ．３、Ｎｏ．１３ ２８，０００円／㎡ 

上記以外 ３１，０００円／㎡ 
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３ 申込要件 

申込者は、次に掲げる要件のうち⑴から⑶のいずれかに該当し、且つ⑷から⑾までの全てに該

当する事業者とする。なお、申込者が⑶に該当する者である場合は、用地及び建物を借り受けて

指定事業を行おうとする者（以下、「借受事業者」という。）についても同様に⑷から⑾までの全て

に該当する者でなければならない。 

⑴ 分譲用地（区画Ｎｏ．１３を除く。）を取得し、当該産業用地において次に該当する事業（以

下、「指定事業」と言う。）を自ら行おうとする者であること。 

①製造業 

②情報通信業（情報サービス業に限る。） 

③運輸業（道路貨物運送業、倉庫業、その他市長が特に認める業種に限る。） 

④卸売業 

⑤サービス業（自動車整備業、機械修理業、その他市長が特に認める業種に限る。） 

⑥建設業 

⑦その他、市長が特に認める業種 

⑵ 区画Ｎｏ．１３の分譲用地を取得し、当該区画において次に該当する地域への生活利便施

設としての商業事業（以下「指定商業事業」と言う）を自ら行おうとする者であること。 

①小売業（コンビニエンスストア、ドラッグストア等） 

②飲食店（日本標準産業分類 小分類７６５：酒場、ビアホール ７６６：バー、キャバレー、 

ナイトクラブ以外） 

③その他、市長が特に認める商業事業 

⑶ 分譲用地を取得し、用地に建設した建物を、当該産業用地において指定事業又は指定

商業事業を行おうとする者に対して貸付けをしようとする者（以下、「立地支援事業者」と

いう。）であること。ただし、申込をする時点で借受事業者が特定されている場合に限る。 

⑷ 工場等の建設及び経営に必要な資力及び信用を有する者であること。 

⑸ 売買代金等の支払能力を有する者であること。 

⑹ 土地の引渡しの日から３年以内に工場等を建設し、且つ操業開始ができる者であること。 

⑺ 地元の労働力を積極的に雇用するなど、地域の経済発展に貢献できる者であること。 

⑻ 公害の発生を防止するとともに、敷地内緑化も含む環境施設の整備に配慮できる者で

あること。 

⑼ 国税及び地方税を滞納していない者 

⑽ 次の申し立てがなされていない者 

 ①破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条又は第１９条の規定による破産手続き開始の申し立て 

 ②会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条に規定する更正手続きの申し立て 

 ③民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条に規定する再生手続き開始の申し立て 

⑾ 次のいずれにも該当しない者 

①暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号） 

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 
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②暴力団員等（同法第２条第６号に規定する暴力団員及び暴力団員でなくなった日から 

５年を経過しない者をいう。以下同じ。） 

③役員が暴力団員等である者 

 

４ 申込手続き 

⑴ 申込みに必要な書類 

ア 指定事業の用に供する区画の申込（Ｎｏ．１３商用区画以外） 

①産業用地分譲申込書（様式１） 

②事業計画書（様式２） 

③工場等配置計画図（概ね縮尺１／１，０００以上） 

※申込者が立地支援事業者である場合は「産業用地取得申込に関する承諾書（借受

事業者用）（様式３）」を併せて提出して下さい。 

イ 指定商業事業の用に供するＮｏ．１３（商用区画）の申込 

①区画№１３商業用地分譲申込書（様式１－２） 

②企画提案書（様式２－２） 

③建物・駐車場配置計画図（概ね縮尺１／３００程度） 

※申込者が立地支援事業者である場合は「産業用地取得申込に関する承諾書（借受

事業者用）（様式３）」を併せて提出して下さい。 

ウ 共通の添付書類 

①誓約書（様式４） 

②役員等名簿（様式５） 

③定款 

④法人登記事項証明書及び印鑑証明書（申込日より６ケ月以内のもの） 

⑤直近３期分の決算関係書類（貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書、 

株主資本等変動計算書） 

⑥直近１年間の納税証明書（国税及び地方税） 

⑦会社概要（事業内容や沿革などがわかるパンフレット等） 

※申込者が立地支援事業者である場合は借受事業者に係る上記①～⑦に掲げる書

類を併せて提出して下さい。 

⑵ 提出方法 

   持参又は郵送により原本１部及び写し１部の提出をお願いします。郵送による提出の場

合、書類発送後、下記⑷の提出先まで電話連絡ください。 

⑶ 事前相談 

   申込しようとする事業者は、事前に事業計画等の大まかな内容を山形市産業政策課へ

相談してください。 
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⑷ 提出先 

山形市 商工観光部 産業政策課（山形市役所６階） 

〒９９０－８５４０ 山形県山形市旅篭町二丁目３番２５号 

TEL ０２３－６４１－１２１２ 内線４１７ 

 ⑸ 受付期間 

    令和６年１２月２日㈪から令和７年２月２８日㈮までとする。 

    郵送の場合は、令和 7 年２月２８日㈮必着とする。 

⑹ 受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分（午後 0 時から午後 1 時までを除く。） 

ただし、土曜日・日曜日・祝祭日を除く。 

 ⑺ 書類提出上の注意 

  ①提出された書類は、原則として返却しません。 

  ②申込書類の作成に係る費用は、申込者の負担とします。 

   

５ 買受人の決定 

⑴ 決定方法 

買受人の決定は、申込書の受理後、申込者から提出された申込書類の内容やヒアリング

等による聴取内容を山形市企業立地審査会において総合的に評価し審査の上、決定します。 

審査・選定の経過等に関する問い合わせ及び異議等には一切応じられません。 

⑵ 審査のポイント 

①事業計画の妥当性、継続性、発展性 

②資金計画の妥当性 

③雇用の創出効果 

④経済波及効果（新産業創出、新規取引の増加、付加価値額の増加等） 

⑤環境への配慮 

⑥その他、地域貢献への取組等 

⑶ 決定時期 

令和７年４月から５月に決定する予定です。 

⑷ 決定通知 

決定結果については、書面により申込者に通知するものとします。 

⑸ 買受人決定の無効 

買受人の決定後、下記６から８に定める手続きを期限までに行わない場合は、買受人の

決定通知は無効になるものとします。 

 

 

 

 



   

- 6 - 
 

６ 契約の締結 

⑴ 覚書の締結 

買受人の決定通知を受けた者は、令和７年７月頃までに、市と土地売買契約に関する覚

書を締結するものとします。 

⑵ 土地売買契約の締結 

覚書の締結後、造成工事の完了・出来形確認測量等の諸手続きが完了後、速やかに土

地売買契約を締結するものとします（令和８年１０月頃を予定しています）。 

ただし、契約及び財産の取得又は処分並びに財産の管理等に関する条例（昭和３９年 

３月２８日条例第２９号）第３条の規定により山形市議会の議決を要する場合は、その議決

を得るまでは仮契約とし、当該議決を得たときに、本契約として成立することになります。 

 

７ 契約保証金の納入 

山形市議会の議決を要する場合は、土地売買の仮契約締結時（令和８年１０月頃を予定）に、

契約保証金として売買代金の１００分の１０以上の金額を、市が発行する納入通知書により、

市が指定する期日までに納入するものとします。 

契約保証金は、本契約後に売買代金の一部に充当することができるものとします。この場

合、契約保証金に利子は付さないものとします。 

 

８ 売買代金の納入 

売買代金は、契約締結後（仮契約の場合は本契約成立後）、市が発行する納入通知書によ

り、市が指定する期日までに全額納入するものとします。分割払いは認めません。 

 

９ 土地の引渡し 

土地の所有権は、売買代金の支払いが完了したときに、買受人に移転するものとし、同時

に土地の引渡しがあったものとします。 

 

１０ 所有権移転登記 

所有権が移転した後、買受人の請求により市が登記を行います。登記完了後に買受人に

登記識別情報を交付します。 

 

11 契約条件 

⑴ 操業の義務について 

土地の引渡し後、３年以内に工場等を建設し、かつ操業を開始する義務があります。  

⑵ 権利義務の設定について 

売買契約締結の日から１０年間は申込書類に記載されている事業以外で市の同意なく

土地の所有権の移転、地上権、賃借権、その他使用若しくは使用収益を目的とする権利

の設定はできません。 
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⑶ 土地利用用途の制限について 

買受人は、市の同意なく土地の利用用途を変更することはできません。 

 

12 買戻し特約 

買受人が契約条件に違反したときは、市は土地の買戻しができるものとします。このため

市は土地の所有権移転登記と同時に買戻し特約を設定するものとします。 

⑴ 買戻しの期間 

買戻しの期間は、契約締結の日から１０年間とします。 

⑵ 違約金について 

市が買戻しをした場合、買受人は違約金として売買代金の１００分の３０に相当する金額

を市に支払うものとします。 

⑶ 原状回復と費用負担について 

市が買戻し権を行使する場合は、市が指定する期日までに、契約土地を買受人の負担

により原状に回復して返還するとともに、所有権移転登記に必要な書類を市に提出してく

ださい。なお、所有権移転に係る費用は買受人の負担となります。 

⑷ 買戻し特約の登記抹消の手続き 

土地売買契約から１０年間が経過した後、買受人の請求により、市が抹消登記を行いま

す。なお、抹消登記に係る費用は買受人の負担となります。 

 

 13 契約の解除 

買受人が、次のいずれかに該当するときは、市は契約の解除を行うことができるものとし

ます。契約が解除された場合、契約保証金は、市に帰属するものとします。 

⑴ 売買代金を納入期限まで納入しなかったとき。 

 ⑵ 自己の都合その他正当な理由がなく契約の解除を申し入れたとき。 

⑶ 市への届出書等に虚偽の記載があったとき。 

⑷ 公害防止に関する確約書が期限まで提出されないとき。 

⑸ その他契約に違反したとき。 

 

14 契約不適合責任 

買受人は分譲地に係る売買契約締結後、分譲地について契約内容に適合しないものを

発見しても代金の減額請求、損害賠償請求及び契約解除はできません。 

市及び買受人は、誠意ある協議を行い、解決・合意に導くものとします。 

 

１5 諸経費 

契約締結に要する費用及び登記に要する費用は、買受人の負担とします。 
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１6 公害の防止 

⑴ 法律の遵守について 

工事の実施及び操業にあたっては、公害の防止に係る関係法令及び別紙に定める排

出指導基準を遵守して下さい。 

⑵ 公害防止に関する確約書の提出について 

 決定通知を受領後３０日以内に、山形市環境部環境課へ公害防止に関する確約書をご

提出下さい。確約書が提出された後、土地売買契約の手続きとなります。 

⑶ 公害防止に係る事前協議について 

 建築確認申請提出前（施設・設備等の設計が確定する前）に、必ず山形市環境部環境

課と公害防止に向けた事前協議を行って下さい。 

 

17 緑地の確保 

本地区の良好な環境の保全のために、工場立地法（昭和 34 年法律第 24 号）に基づく届

出義務対象業種（製造業・電気供給業(水力、地熱、太陽光発電所は除く)・ガス供給業・熱

供給業）は、定められた緑地面積及び環境施設面積を確保すること。また、買受人は山形北

インター産業団地地区地区計画を遵守すること。 

 

18 供給処理施設 

⑴ 上水道及び用水について 

①上水道は、山形市上下水道部業務課給排水センターへ申し込みのうえ、供給を受けて

下さい。分譲区画毎に口径５０㎜の分岐栓を引き込んでいます。事業用途に応じ、山形

市上下水道部業務課給排水センターでメーター口径毎の加入手続きを行って下さい。 

②地下水を利用する場合は、「山形県地下水の採取の適正化に関する条例」に基づき届

出が必要なため、山形市環境部環境課と事前協議を行って下さい。 

⑵ 汚水について 

山形市上下水道部業務課給排水センターへ申し込みのうえ、公共下水道へ接続して

下さい。事業用途によっては、除外施設の設置や特定施設の届出が必要となるため、山

形市上下水道部業務課給排水センターと事前協議を行って下さい。 

⑶ 電力・ガス・電話・通信設備について 

事業用途に応じ、各事業者へ申し込みのうえ供給を受けて下さい。 

 

19 建設（建築）にあたっての注意事項 

⑴ 建築確認申請の際には、地区計画適合通知書が必要となります。地区計画の内容に適

合した建築等の計画であることを確認するため、建築確認申請前に必ず山形市まちづく

り政策部まちなみデザイン課と事前協議を行って下さい。 
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⑵ 建築物の建築面積が１，０００㎡を超える場合、又は、建築物の高さが１５ｍを超える場合

は、景観法に基づく行為の届出が必要となるため、山形市まちづくり政策部まちなみデザ

イン課と事前協議を行って下さい。なお、山形市景観計画に定める景観形成基準（田園

内産業景観）への配慮をお願いします。 

⑶ 土壌汚染対策法に基づき、３，０００㎡以上の土地の形質の変更（掘削・盛土・整地・杭

打ち等）を行う場合は、山形市環境部環境課と事前協議を行って下さい。 

⑷ 危険物を取り扱う製造工場等（将来計画も含む）については、建築確認申請前に必ず

山形市消防本部予防課と事前協議を行って下さい。 

⑸ 工場立地法第６条第１項に基づく届出が必要となる特定工場を建築する場合は、建築

確認申請前に必ず山形市商工観光部産業政策課と事前協議を行って下さい。 

 

20 指定商業事業設置運営に関する条件 

⑴ 山形北インター産業団地地区地区計画（産業団地Ａ地区）を遵守し、周辺環境と調和し

た良好な都市計画の形成と維持を図ること。 

⑵ 店舗に供する床面積の合計は５００㎡以下とすること。 

⑶ 交通計画 

①分譲地内での交通事故を防止する設計とすること。 

②契約土地と隣接する路線の交通導線に配慮し、分譲地への入出庫事故を防止する設

計とすること。 

 

21 その他 

⑴ 敷地内に設置されている電柱（支柱、支線を含む）は、原則として撤去及び移動はでき

ません。ただし、設置者が認めた場合は可能となりますが、工事等に要する費用は買受人

の負担となります。 

⑵ 新たに道路から敷地への乗入れ口を設ける場合は、山形市都市整備部道路維持課と

協議してください。なお、工事等に要する費用は、買受人の負担となります。 

⑶ 分譲地から農道及び緑地等への乗り入れ、市道から農道への乗り入れはできません。 

⑷ 当該区域は、山形市屋外広告物条例で規定する第２種特別規制地域となります。屋外

広告物を設置する場合は、山形市まちづくり政策部まちなみデザイン課と事前協議を行

って下さい。 
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22 分譲等のスケジュール（予定） 

予定時期 造成工事等 分譲手続き等 

令和６年１２月～ 

令和７年２月 

 
分譲申込期間 

令和７年４月～５月頃  審査、立地企業決定 

令和７年６月～７月頃  決定通知発送、覚書締結 

令和８年２月～３月頃 造成工事完了  

令和８年度中 

出来形確認測量 

完了検査等手続き 

 

 

土地売買に係る議会の議決 

 

 

・議決前に土地売買仮契約締

結、契約保証金納入（１０月

頃を予定） 

（議決後に本契約成立、売買

代金納入） 

※議決不要の場合は土地売

買契約の締結後、売買代金

納入 

 

 

・立地企業へ引渡し 

・所有権移転登記 
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23 各種手続きに関する問い合わせ先 

内   容 担 当 課 電話番号 

建築確認申請に関すること 
山形市まちづくり政策部 

建築指導課 

０２３－６４１－１２１２ 

内線４７７ 

地区計画に関すること 
山形市まちづくり政策部 

まちなみデザイン課 

０２３－６４１－１２１２ 

内線５１３ 

公害の防止に関すること 

地下水利用に関すること 
山形市環境部環境課 

０２３－６４１－１２１２ 

内線６８５ 

工場立地法に関すること 山形市商工観光部産業政策課 
０２３－６４１－１２１２ 

内線４１７ 

上水道・下水道の接続に関すること 
山形市上下水道部 

業務課給排水センター 

０２３－６４５－１１７７ 

内線１３２ 

市道に関すること 山形市都市整備部道路維持課 
０２３－６４１－１２１２ 

内線４８９ 

危険物の取り扱いに関すること 山形市消防本部予防課 ０２３－６３４－１１９５ 

 

24 本申込に関する問い合わせ先 

山形市 商工観光部 産業政策課 企業誘致係 

〒９９０－８５４０ 山形県山形市旅篭町二丁目３番２５号 

TEL ０２３－６４１－１２１２ 内線４１７ 

FAX ０２３－６１６－３５３５ 

e-mail sangyou@city.yamagata-yamagata.lg.jp 

 

mailto:sangyou@city.yamagata-yamagata.lg.jp

